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〈編集後記〉 

本号は今年 1 月 29 日に開催された弊所シンポジウムでの報告を基にした論集となった。斎藤

至は政治学的観点から SDGs の果たす国際社会で果たす機能的特徴をレビューしつつ、政策を

裏づける各種指標の形成と解析と目標ベースによる政策調整との組合せにその可能性を見出す。

斎藤幸平は現状の SDGs が先進国の経済成長に正当性を与えるものではないという批判を、「脱

成長」の観点から行っている。影浦亮平は、SDGs の背景にある「未来世代よりも現役世代の

人間たちの人権を優先」するという社会思想を浮かび上がらせつつ、私たちの共同体感覚を国

境を超えて拡張するグローバル・シティズンシップの確立を訴える。森原康仁は SDGs 言説に

ついてその政策的・実践的意義を認めつつ、これに回収できない SDGs へのラディカルな批判

の機能を強調する。大西楠テアは法律学の観点から SGDs をソフトローの一つと認識し、この

試みが公法学・私法学内部の基盤を再構成する可能性について諸論点を提起している。 

本号はシンポジウムの企画・実施・特集号の取りまとめ等において極めて多数の困難が生じ

た。大掛かりな企画ゆえに時間も大幅にかかってしまい、多数の方々にご迷惑をお掛けしたこ

とをお詫びしたい。本号が今後の SDGs に関わる基礎的な論点を提供していることを祈念して

いる。 （K.T.） 
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